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 介護保険の対象者 

介護保険制度の被保険者は、①65 歳以上の者（第１号被保険者）、②40～64 歳の

医療保険加入者（第２号被保険者）となっており、これら被保険者から保険料を徴

収している。 

介護保険サービスは、65 歳以上の者は原因を問わず要支援・要介護状態となった

ときに、40～64 歳の者は末期がんや関節リウマチ等の老化による病気が原因で要支

援・要介護状態になった場合に、受けることができる。 

 

【介護保険制度の被保険者（加入者）】 

 

※出所 厚生労働省「公的介護保険制度の現状と今後の役割」から抜粋 
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 介護保険の仕組み 

       介護保険制度の仕組みは以下のとおりである。 

 

【介護保険制度の仕組み】 

 

※出所 厚生労働省「公的介護保険制度の現状と今後の役割」から抜粋 

 

このように介護サービスに要する費用のうち１割を被保険者が負担し、残りの９

割は保険から給付される。 
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 介護保険の財源構成 

保険給付の財源は、50％が公費（うち、国が 25％、都道府県が 12.5％、市町村が

12.5％を負担）により賄われ、残りの 50％が被保険者から徴収される保険料（うち、

第１号被保険者からの保険料 21％、第２号被保険者からの保険料 29％）により充当

される。 

なお、上記の国の負担分 25％のうち５％は調整交付金として第１号被保険者の保

険料の平準化（市町村間の平準化）に使用される。また、施設等サービス費につい

ては、国 15％、県 17.5%の負担割合となる。 

 これを図に示すと、以下のとおりである。 

 

【介護保険制度の財源構成】 

 

※出所 厚生労働省「公的介護保険制度の現状と今後の役割」から抜粋 
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なお、介護保険財政の全体像は以下のとおりである。 

 

【介護保険財政の全体像（平成 26年度予算ベース）】 

 

※出所 厚生労働省「公的介護保険制度の現状と今後の役割」から抜粋 

 

 介護保険の保険料 

 介護保険の保険料は、先に述べたとおり、第１号被保険者、第２号被保険者ごと

に徴収方法が異なり、その保険料の算定も異なる。 

 第１号被保険者の第１号保険料は、市町村ごとに、保険給付費予測等に基づき決

定され、介護保険事業計画にあわせて３年に１度改定される（第５期介護保険事業

計画で設定した保険料は、平成 24 年度から平成 26 年度に適用される）。第１号保

険料は生活保護受給の有無、市民税課税の有無、所得水準等の状況に応じて段階的

に設定される。この段階については、標準は６段階に設定されているが、市町村ご

との判断によりさらに細かく設定されることが多い。 

 

【介護保険の保険料（第１号被保険者）】 
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※出所 厚生労働省「公的介護保険制度の現状と今後の役割」から抜粋 
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第２号保険料については、全国ベースで一人当たりの保険料額を算定し、各医療

保険者が被保険者数に応じて納付する仕組みとなっている。 

 

【介護保険の保険料（第２号被保険者）】 

 

 

※出所 厚生労働省「公的介護保険制度の現状と今後の役割」から抜粋 

  


